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 （注）１．平成20年12月24日付にて連結子会社であった楽陽食品株式会社及び持分法適用関連会社であった株式会社ミ

ズホの両社全株式を譲渡した結果、平成21年９月期第２四半期より非連結決算となるため、通期を通しての

統一性と整合性を図る観点より第１四半期より非連結となったことから、連結会計年度にかかる主要な経営

指標等の推移については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。 

４．第22期は連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資利益、営業活動によるキャッシ

ュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同

等物の期末残高は記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第23期

第２四半期 
累計期間 

第23期
第２四半期 
会計期間 

第22期

会計期間 

自平成20年
10月１日 

至平成21年 
３月31日 

自平成21年
１月１日 

至平成21年 
３月31日 

自平成19年
10月１日 

至平成20年 
９月30日 

売上高（千円）  2,770,779  1,328,651  6,317,500

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 56,381  57,833  △412,966

四半期（当期）純損失（△） 

（千円） 
 △798,071  △343,493  △1,056,862

持分法を適用した場合の投資利益 

（千円） 
 －  －  －

資本金（千円）  －  2,705,926  2,705,926

発行済株式総数（株）  －  143,166  143,166

純資産額（千円）  －  1,056,313  1,832,752

総資産額（千円）  －  2,630,907  4,031,140

１株当たり純資産額（円）  －  7,378.24  12,801.59

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（円） 
 △5,574.45  △2,399.27  △7,382.08

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  －

自己資本比率（％）  －  40.2  45.5

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 144,080  －  －

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 271,091  －  －

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △398,080  －  －

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 －  164,771  －

従業員数（人）  －  156  182
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 当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社の異動もありません。 

 当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 提出会社の状況 

(注) １．従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数は( )内に１人１日８時間換算による当第２四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 

２．従業員数が当第２四半期会計期間において15名減少しておりますが、生産体制の圧縮によるものでありま

す。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年３月31日現在

従業員数（人） 156  (180)
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（１）生産実績 

 当第２四半期会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

(注)１．金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．金額は、製造原価で記載しております。 

（２）仕入実績 

 当第２四半期会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

(注)１．金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．金額は、仕入価格で記載しております。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業部門別 

当第２四半期会計期間
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年３月31日) 

金額(千円)

食品製造販売事業    

小売事業  118,139

外食事業 8,596

卸売事業 446,165

合計 572,902

事業部門別 

当第２四半期会計期間
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年３月31日) 

金額(千円)

食品製造販売事業    

小売事業  125,593

外食事業 59,487

卸売事業 17,734

合計 202,815
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（３）販売実績 

 当第２四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

(注)１．金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．販売実績総額に対する割合が、100分の10以上に該当する相手先はありません。 

３．小売事業及び外食事業に係る事業形態別販売実績は、次のとおりであります。 

事業部門別 

当第２四半期会計期間
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年３月31日) 

金額(千円) 

食品製造販売事業    

小売事業 451,500

外食事業 194,461

卸売事業 682,689

合計 1,328,651

事業形態別 

当第２四半期会計期間
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年３月31日) 

金額(千円) 

小売事業   

直営店売上  388,591

FC卸売上 62,549

FCその他収入 359

計 451,500

外食事業   

直営店売上  145,986

FC卸売上 28,502

FCその他収入 19,972

計 194,461
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 当第２四半期会計期間において、新たに決定又は締結した経営上の重要な契約はありません。 

（１）業績の状況 

 当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、米国の金融危機に端を発した国際金融市場の混乱を背景に、世界

経済の減速及び急激な円高等による企業業績の低迷、それに伴う雇用情勢の悪化と個人消費の低迷等が影響し、一

段と景況感の悪化が顕著となりました。 

 食品業界を取り巻く環境におきましては、将来不安を抱える消費者の生活防衛意識が強まり、個人消費が減退す

る傾向にあるため厳しい環境が継続いたしました。 

 このような状況のもとで、当社は製造小売モデルの再スタート元年及び製造卸モデルの収益基盤確立を今年度の

主要課題に事業を推進してまいりました。 

 小売事業につきましては、前期までに再構築したモデルの出店元年という位置づけで集客力の高い商店街に６店

舗を出店し、加えてモデルの進化を図るため、郊外にパイロット店舗を１店舗出店し検証を開始いたしました。ま

た、消費者の内食志向の高まりとPB商品を含めた新商品開発に注力した結果、「いいものを安く」提供することが

でき、期初想定を上回る推移となっております。 

 また、卸売事業につきましては、取引先とのWIN-WINの関係構築を目指し取引価格及びアイテムの見直しを行っ

た結果、販売数量は大幅に減少することとなりましたが、「いいものを適正価格」で提供することができたため、

収益的には改善することができました。 

 一方で、流通業界では消費者の生活防衛意識の強まりを要因とする低価格志向が鮮明となり価格競争が激化して

おります。当社では主要課題である収益基盤の確立を優先し、特に蒟蒻類は原材料価格の高値安定が恒常化してい

るために、価格見直しも難しいとの判断により、蒟蒻等を製造する下仁田工場を休止することといたしました。ま

た、豆腐類の製造も廉価品を対象に大幅に減少しましたが、当初は第３四半期以降からの製造数量の回復を見込ん

でおりました。しかし、外部環境の改善見通しが不透明な状況が継続しているため製造拠点の見直しを実施した結

果、水海道・小山・かすみがうらの３工場体制からかすみがうら工場を休止し、２工場体制とすることにより製造

の効率化を図ることといたしました。その結果、下仁田・かすみがうら工場を減損損失の対象とすることとして特

別損失を計上することといたしました。 

 以上の結果、当第２四半期会計期間の売上高は1,328,651千円、営業利益は64,992千円、経常利益は57,833千

円、四半期純損失は343,493千円となりました。 

  

 事業部門別の業績の内訳は、次のとおりであります。 

  

① 小売事業 

 小売事業につきましては、当第２四半期会計期間末時点での「三代目茂蔵工場直売所」店舗数は直営28店舗、 

FC91店舗の合計119店舗となっております。今年度は「製造小売モデルの再スタート元年」と位置づけ、「三代目 

茂蔵工場直売所」直営店舗の出店を進めてまいりました。結果、集客力のある商店街を対象とする「商店街型モデ

ル」６店舗を出店し、加えて、モデルの進化を図るため「郊外型モデル」のパイロット店舗を１店舗出店し検証を

開始いたしました。一方で、２月には店舗の規模・立地等が要因で売上高増加の見込みが少ない店舗を１店舗閉店

いたしました。また、商品開発につきましては、「値頃感とクオリティ」をテーマに大豆加工食品の新商品に加え

て、味噌・砂糖・お茶・油等のこだわりのPB商品を開発・販売し、売上増加に貢献することができました。加え 

て、FC店舗におきましても新商品を積極的に導入したこともあり売上高の増加を図ることができました。 

 また、中食形態となる「茂蔵Deli」において工場直売所と同様の販売手法と新商品を導入した結果、集客力が増

加し店舗当たりの売上増加を図ることができました。 

 この結果、小売事業の売上高は451,500千円となりました。 

  

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態及び経営成績の分析】
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② 外食事業 

 外食事業につきましては、消費者の生活防衛意識の高まりによる内食回帰傾向により厳しい状況が続いておりま

す。そのような状況のもと、「値頃感とクオリティ」をテーマに当社製品比率を高めた新メニューにおいて工場内

セントラルキッチンを積極的に活用し提供することによる食材コストの削減とメニュー数の絞込みによるオペレー

ションコストの削減を実現しメニュー単価を10％程度引き下げ、差別化を図ったメニュー変更を11月から実施いた

しました。また、小売事業で成果を残したキャンペーン等をタイムリーに実施した結果、商業施設型の店舗を中心

に集客力の向上を図ることができました。一方で、今後集客効果の見込みが低い１店舗を閉店いたしました。 

 この結果、外食事業の売上高は194,461千円となりました。 

  

③ 卸売事業 

 卸売事業につきましては、収益基盤の確立を図るべく昨年９月までに価格見直し交渉を実施し10月より新価格で

の取引を開始いたしました。結果、大口取引先数社で廉価品を中心に販売数量が大幅に落ち込み、全体でも30％以

上販売数量が減少しましたが、収益面におきましては採算割れ商品の減少により改善傾向となっております。一方

で、原材料等価格の落ち着きと消費者の生活防衛意識の高まりを受け、大手流通業者からの価格引下げ要請が根強

く、業界でも一部メーカーは対応しております。当社といたしましては「いいものを適正価格」で提供することが

消費者の食文化への貢献と考え、低価格商品とは一線を画して商品供給を実施してまいりました。流通業界におき

ましては、しばらく低価格志向が継続する見通しでありますが、当社といたしましてはこのような状況が長期化し

ないと考えており、WIN-WINの関係構築を図れる取引先へは新商品を含めて積極的に対応してまいりました。 

 この結果、卸売事業の売上高は、682,689千円となりました。 

  

 なお、当第２四半期会計期間の出店状況は、次のとおりであります。  

  

  
第１四半期末

店舗数 
増加 減少 

当第２四半期末
店舗数 

小売事業 

工場直売所  
直営店   22  7  1  28

ＦＣ店   93  -  2  91

Tofu 

Sweets茂蔵  

直営店  1  -  -  1

ＦＣ店   -  -  -  -

茂蔵Deli 

（中食事業） 

直営店   7  -  -  7

ＦＣ店  10  -  -  10

小売事業計  133  7  3  137

外食事業 三代目茂蔵 
直営店   10  -  1  9

ＦＣ店  20  -  -  20

外食事業計  30  -  1  29

総合計  163  7  4  166
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（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、164,771千円となりまし

た。 

 当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、33,462千円となりました。これは主に、税引前四半期純損失337,580千円の内

訳として非資金項目である減価償却費及びその他の償却費63,800千円、減損損失262,111千円を計上したこと及び

売上債権の減少額136,777千円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、54,492千円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出 

25,576千円及び敷金及び保証金の差入による支出19,711千円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、36,189千円となりました。これは、長期借入金の返済による支出17,503千円 

及びリース債務の返済による支出18,686千円によるものであります。 

  

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（４）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

2009/05/15 11:25:5008546286_第２四半期報告書_20090515112451



(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期会計期間において、蒟蒻等を製造する下仁田工場及び豆腐類を製造するかすみがうら工場での生産

を休止しております。なお、これに伴う減損損失を特別損失に計上しております。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(注)「提出日現在発行数」には、平成21年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  500,000

計  500,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数(株) 

(平成21年３月31日) 

提出日現在発行数(株)
(平成21年５月14日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  143,166  143,166
東京証券取引所 

(マザーズ) 
― 

計  143,166  143,166 ― ― 
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 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況は、次のとおりであります。 

(平成14年５月14日臨時株主総会特別決議) 

(注)１．新株予約権１個当たりの株式数は、150株であります。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整いたします。 

ただし、この調整は本件新株予約権のうち、当該時点において権利行使されていない新株予約権の目的となる

株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てることといたしま

す。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が存続会社となる合併により新株予約権が承継される場合、または当社が他社と株式交換により完

全親会社となる場合、当社は目的となる株式の数を調整いたします。 

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げることといたします。 

また、当社が調整前発行価額を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く。）、

次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げることといたします。 

また、当社が存続会社となる合併により新株予約権が承継される場合、または当社が他社と株式交換により完

全親会社となる場合、当社は行使価額を調整いたします。 

４．新株予約権の行使の条件等 

① 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時において、当社の取締役、監査役もしくは従業員の地

位を有していることを要することといたします。 

ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由がある場合、この限りではありません。 

② 新株予約権者が死亡した場合、相続人がその権利を行使することができることといたします。 

③ 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要することといたします。 

④ 新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないことといたします。 

⑤ その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の対象者との間で締結す

る「新株予約権割当契約」に定めるところによることといたします。 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成21年３月31日) 

新株予約権の数   28個(注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数      4,200株(注)２ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき16,464円(注)３ 

新株予約権の行使期間 
平成16年６月１日から 

平成24年５月30日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  16,464円 

資本組入額  8,232円 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
 1

  

  分割・併合の比率   

  

調整後行使価額 ＝ 
既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額 

  

  既発行株式数＋新発行株式数   

2009/05/15 11:25:5008546286_第２四半期報告書_20090515112451



(平成15年12月18日定時株主総会特別決議) 

(注)１．新株予約権１個当たりの株式数は、５株であります。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整いたします。 

ただし、この調整は本件新株予約権のうち、当該時点において権利行使されていない新株予約権の目的となる

株式の数について行われ、調整の結果生じる0.01株未満の株式については、これを切り捨てることといたしま

す。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が存続会社となる合併により新株予約権が承継される場合、または当社が他社と株式交換により完

全親会社となる場合、当社は目的となる株式の数を調整いたします。 

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げることといたします。 

また、当社が調整前発行価額を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く。）、

次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げることといたします。 

また、当社が存続会社となる合併により新株予約権が承継される場合、または当社が他社と株式交換により完

全親会社となる場合、当社は行使価額を調整いたします。 

４．新株予約権の行使の条件等 

① 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時において、当社の取締役、監査役もしくは従業員の地

位を有していることを要することといたします。 

ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由がある場合、この限りではありません。 

② 新株予約権者が死亡した場合、相続人がその権利を行使することができることといたします。 

③ 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要することといたします。 

④ 新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないことといたします。 

⑤ その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の対象者との間で締結す

る「新株予約権割当契約」に定めるところによることといたします。 

５．退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じておりま

す。 

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成21年３月31日) 

新株予約権の数 180個(注)１、５ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 900株(注)２、５ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき63,439円(注)３ 

新株予約権の行使期間 
平成18年５月１日から 

平成21年４月30日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  63,439円 

資本組入額 31,720円 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
 1

  

  分割・併合の比率   

  

調整後行使価額 ＝ 
既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額 

  

  既発行株式数＋新発行株式数   
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(平成16年12月21日定時株主総会特別決議) 

(注)１．新株予約権１個当たりの株式数は、１株であります。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整いたします。 

ただし、この調整は本件新株予約権のうち、当該時点において権利行使されていない新株予約権の目的となる

株式の数について行われ、調整の結果生じる0.01株未満の株式については、これを切り捨てることといたしま

す。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が存続会社となる合併により新株予約権が承継される場合、または当社が他社と株式交換により完

全親会社となる場合、当社は目的となる株式の数を調整いたします。 

３．当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式により払込金額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げることといたします。 

また、当社が調整前発行価額を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く。）、

次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げることといたします。 

また、当社が存続会社となる合併により新株予約権が承継される場合、または当社が他社と株式交換により完

全親会社となる場合、当社は行使価額を調整いたします。 

４．新株予約権の行使の条件等 

① 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時において、当社の取締役、監査役もしくは従業員の地

位を有していることを要することといたします。 

ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由がある場合、この限りではありません。 

② 新株予約権者が死亡した場合、相続人がその権利を行使することができることといたします。 

③ 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要することといたします。 

④ 新株予約権の質入れその他一切の処分は認めないことといたします。 

⑤ その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の対象者との間で締結す

る「新株予約権割当契約」に定めるところによることといたします。 

５．退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じておりま

す。 

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成21年３月31日) 

新株予約権の数 615個(注)１、５ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 615株(注)２、５ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき102,751円(注)３ 

新株予約権の行使期間 
平成19年２月１日から 

平成22年１月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  102,751円 

資本組入額  51,376円 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
 1

  

  分割・併合の比率   

  

調整後行使価額 ＝ 
既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額 

  

  既発行株式数＋新発行株式数   
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会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

(平成19年６月12日臨時取締役会決議) 

(注)１．行使により生じる１株未満の端数は切捨て、現金による調整は行わないものといたします。 

２．本新株予約権の行使に際して出資をなすべき１株当たりの額（以下、「転換価額」という。）は、15,010円と

いたします。 

 転換価額の調整 

 (1) 当社は、本新株予約権の発行後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社普通株式数に変更を生じる場合

または変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）をもっ

て転換価額を調整いたします。 

また、当社は下記第(3)号に掲げる株式の併合の場合等にも適宜転換価額を調整いたします。 

 (2) 転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換価額の調整を行う場合およびその調整後の転換価額適

用時期については、次に定めるところによるものといたします。 

① 下記第(3)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する場合（ただし、当社の

発行した取得条項付株式、取得請求権付株式もしくは取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付

されたものを含む。）の取得と引換えに交付する場合または当社普通株式の交付を請求できる新株予

約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券もしくは権利の転換、交換もしくは

行使による場合を除く。） 

調整後の転換価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終日と

する。以下同じ。）の翌日以降、当社普通株主に割当てを受ける与えるための基準日がある場合は、

その日の翌日以降、これを適用いたします。 

② 当社普通株式の株式分割または当社普通株式の無償割当てをする場合、調整後の転換価額は、当社普

通株式の株式分割のための基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当ての効力発生日の翌日以降、

これを適用いたします。 

ただし、当社普通株式の無償割当について、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準

日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用いたします。 

  
第２四半期会計期間末現在 

(平成21年３月31日) 

新株予約権付社債の残高 300,000千円 

新株予約権の数 30個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数 19,986株 (注)１、２ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき15,010円 (注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成19年６月29日から 

平成22年６月24日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格   15,010円 

資本組入額  7,505円 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものといたします。 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

        
既発行普通株式数 ＋

交付普通株式数 × 
１株当たりの 

払込金額 

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
時価 

既発行普通株式数 ＋ 交付普通株式数 
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③ 取得請求権付株式であって、その取得と引換えに下記第(3)号②に定める時価を下回る対価をもって当

社普通株式を交付する定めがあるものを発行する場合（無償割当ての場合を含む。）、または下記第

(3)号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）その他の証券もしくは権利を発行する場合（無償割当ての場合を含

む。） 

調整後の転換価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む。）その他の証券または権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全てが当初の条件で

転換、交換または行使され当社普通株式が交付されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出

するものとし、払込期日（新株予約権および新株予約権付社債の場合は割当日）または無償割当てを

受ける権利を与えるための基準日がある場合は、その日の翌日以降、これを適用いたします。上記に

かかわらず、転換交換または行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式等が発

行された時点で確定していない場合は、調整後の転換価額は、当該対価の確定時点で発行されている

取得請求権付株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で転換、交換または行使される当社普通株式

が交付されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の

翌日以降、これを適用いたします。 

④ 当社が発行した取得条項付株式または取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに下記第(3)号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式を交付する場

合、調整後の転換価額は、取得日の翌日以降、これを適用いたします。 

上記にかかわらず、上記取得条項付株式または取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。）に関して当該調整前に上記第(2)号③または⑤による転換価額の調整が行われている場

合には、(ⅰ)上記交付が行われた後の下記第(3)号③に定める完全希薄化後普通株式数が、上記交付の

直前の既発行普通株式数を超えるときに限り、調整後の転換価額は、超過する株式数を転換価額調整

式の「交付普通株式数」とみなして、転換価額調整式を準用して算出するものとし(ⅱ)上記交付の直

前の既発行普通株式数を超えない場合は、本④の調整は行わないものといたします。 

⑤ 取得請求権付株式等の発行条件に従い、当社普通株式１株あたりの対価（本⑤において「取得価額

等」という。）の下方修正等が行われ（下記第(3)号乃至第(5)号と類似の希薄化防止条項に基づく調

整の場合を除く。）、当該下方修正等が行われた後の当該取得価額等が、当該修正が行われる日（以

下「修正日」という。）における下記第(3)号②に定める時価を下回る価額になる場合 

  (ⅰ) 当該取得請求権付株式等に関し、上記第(2)号③による転換価額の調整が修正日前に行われてい

ない場合、調整後の転換価額は、修正日に残存する取得請求権付株式等が全てが修正日時点の

条件で転換、交換または行使され当社普通株式が交付されたものとみなして本項第(2)号③の規

定を準用して算出するものとし、修正日の翌日以降、これを適用いたします。 

  (ⅱ) 当該取得請求権付株式等に関し、上記第(2)号③または上記(ⅰ)による転換価額の調整が修正日

前に行われている場合で、修正日に残存する取得請求権付株式等が全てを修正日時点の条件で

転換、交換または行使され当社普通株式が交付されたものとみなしたときの下記(3)号③に定め

る完全希薄化後普通株式数が、当該修正が行われなかった場合の既発行普通株式数を超えると

きには、調整後の転換価額は、当該超過株式数を転換価額調整式の「交付普通株式数」とみな

して、転換価額調整式を準用して算出するものとし、修正日の翌日以降、これを適用いたしま

す。なお、１ヶ月間に複数回の取得価額等の修正が行われる場合には、調整後の転換価額は、

当該修正された取得価額等のうちの最も低いものについて、転換価額調整式を準用して算出す

るものとし、当該月の末日の翌日以降、これを適用いたします。 

⑥ 上記第(2)号③乃至⑤における対価とは、当該株式または新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む。）の発行に際して払込みがなされた額（上記第(2)号③における新株予約権（新株予約権付

社債に付されたものを含む。）の場合には、その行使に際して出資される財産の価額を加えた額とす

る。）から、その取得または行使に際して当該株式または新株予約権の所持人に交付される金銭その

他の財産の価額を控除した金額を、その取得または行使に際して交付される当社普通株式の数で除し

た金額をいいます。 
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⑦ 上記第(2)号①乃至③の各取引において、当社普通株式に割当を受ける権利を与えるための基準日が設

定され、かつ、各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認

を条件としているときには、上記第(2)号①乃至③にかかわらず、調整後の転換価額は、当該承認があ

った日の翌日以降、これを適用するものといたします。 

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株予約権を行使し

た新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付するものといたします。 

  この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、その端数に調整後転換価額を乗じた金額

を返還いたします。 

 (3)① 転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てるも

のといたします。 

   ② 転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日（ただし、上記第(2)号⑦の場合は

基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所マザーズ市場における当社普通株式

の普通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日は除く。）といたします。 

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てるものとい

たします。 

   ③ 完全希薄化後普通株式数は、調整後の転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普

通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除し、当該転換価額の調整以前に、

上記第(2)号乃至下記第(4)号に基づき「交付普通株式数」とみなされた当社普通株式数のうち未だ交

付されていない当社普通株式の株式数を加えたものといたします（当該転換価額の調整において上記

第(2)号乃至下記第(4)号に基づき「交付普通株式数」に該当するものとみなされることとなる当社普

通株式数を含む。）。 

   ④ 上記第(2)号①乃至⑤に定める証券または権利に類似した証券または権利が交付された場合における調

整後の転換価額は、上記第(2)号の規定のうち、当該証券または権利に類似する証券または権利につい

ての規定を準用して算出するものといたします。 

 (4) 上記第(2)号で定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な

転換価額の調整を行うものといたします。 

① 株式の併合、当社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社の権利義務の全部

または一部の承継、または他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済株式の全部の取

得のために転換価額の調整が必要とするとき。 

② その他当社普通株式数の変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要とするとき。 

③ 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出

にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

 (5) 上記第(1)号乃至第(4)号により転換価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨お

よびその事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額、その適用の日その他必要な事項を本新株予約権付

社債の社債権者に通知いたします。ただし、上記(2)号の⑦の場合その他適用の日の前日までの前記の通知

を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行うものといたします。 

株式数 ＝ 
（ 調整前転換価額 － 調整後転換価額 ） × 

調整前転換価額により当該期間内に

交付された株式数 

調整後転換価額  
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該当事項はありません。 

  

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総数  資本金  資本準備金  

増減数(株) 残高(株) 増減額(千円) 残高(千円) 増減額(千円) 残高(千円) 

 平成21年１月１日

～平成21年３月31日 
 － 143,166 － 2,705,926  － 2,606,612

（５）【大株主の状況】

  平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

樽見 茂 埼玉県越谷市   34,605  24.17

樽見 浩 埼玉県春日部市   3,000  2.10

株式会社鈴木物産 東京都足立区鹿浜８－18－２   3,000  2.10

株式会社ホンダトレーディング 東京都千代田区丸の内１－８－２   3,000  2.10

中山 文博 東京都杉並区   2,450  1.71

矢立 実 埼玉県越谷市   1,650  1.15

エンジェル弐号投資事業有限責任組合 東京都千代田区外神田１-18-13   1,200  0.83

渡辺 達哉 埼玉県熊谷市   1,180  0.82

樽見 明 埼玉県越谷市   1,125  0.78

樽見 登美子 埼玉県越谷市   1,125  0.78

計 －  52,335  36.56

2009/05/15 11:25:5008546286_第２四半期報告書_20090515112451



①【発行済株式】 

(注)「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が20株含まれております。また「議決権の

数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。 

②【自己株式等】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

(注)最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

  

（６）【議決権の状況】

  （平成21年３月31日現在）

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) － － － 

完全議決権株式(その他) 普通株式143,166  143,166 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  143,166 － － 

総株主の議決権 －  143,166 － 

  （平成21年３月31日現在）

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数(株) 

他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数の 
合計(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％) 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

２【株価の推移】

月別 
平成20年 
10月 

11月 12月 
平成21年
１月 

２月 ３月

最高(円)  9,900  7,050  6,010  7,010  6,050  6,500

最低(円)  5,810  3,400  4,200  5,650  5,200  5,430

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間（平成21年１月１日から平成

21年３月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期財務諸

表及び当第２四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表につい

て、監査法人アヴァンティアによる四半期レビューを受けております。 

  
３．四半期連結財務諸表について 

 平成21年９月期第２四半期より非連結決算となるため、通期を通しての統一性と整合性を図る観点より第１四半期

より非連結となりました。 

 なお、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につきましては、２ その他に記載してお

ります。 

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成21年３月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 164,771 147,680

売掛金 485,197 683,986

商品 27,820 13,071

製品 12,347 15,745

原材料 46,814 64,503

貯蔵品 6,985 9,567

立替金 41,054 71,541

未収入金 4,102 29,026

その他 57,825 47,801

貸倒引当金 △21,810 △46,820

流動資産合計 825,110 1,036,105

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※1, ※2  276,974 ※1, ※2  387,780

構築物（純額） ※1  31,510 ※1  63,939

機械及び装置（純額） ※1  447,957 ※1  644,540

工具、器具及び備品（純額） ※1  60,205 ※1  42,462

土地 ※2  692,883 ※2  730,067

その他（純額） ※1  16,124 ※1  16,977

有形固定資産合計 1,525,655 1,885,767

無形固定資産 21,793 36,223

投資その他の資産   

投資有価証券 130,205 202,767

関係会社株式 6,445 779,180

長期貸付金 435,000 430,000

関係会社長期貸付金 35,000 35,000

敷金及び保証金 80,148 54,630

長期未収入金 274,698 238,526

その他 60,389 20,467

貸倒引当金 △763,539 △687,528

投資その他の資産合計 258,347 1,073,043

固定資産合計 1,805,796 2,995,035

資産合計 2,630,907 4,031,140
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成21年３月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 399,081 424,752

1年内返済予定の長期借入金 ※2  64,296 ※2  224,296

リース債務 74,745 －

未払金 181,262 368,264

未払費用 91,227 101,868

未払法人税等 21,644 31,568

株主優待引当金 7,600 9,800

その他 14,140 5,477

流動負債合計 853,997 1,166,027

固定負債   

転換社債型新株予約権付社債 300,000 300,000

長期借入金 ※2  170,313 ※2  362,461

リース債務 241,857 －

長期未払金 － 362,535

その他 8,425 7,365

固定負債合計 720,596 1,032,361

負債合計 1,574,594 2,198,388

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,705,926 2,705,926

資本剰余金 2,606,612 2,606,612

利益剰余金 △4,256,225 △3,458,154

株主資本合計 1,056,313 1,854,384

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 － △21,632

評価・換算差額等合計 － △21,632

純資産合計 1,056,313 1,832,752

負債純資産合計 2,630,907 4,031,140
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年10月１日 

 至 平成21年３月31日) 

売上高 2,770,779

売上原価 1,755,487

売上総利益 1,015,291

販売費及び一般管理費 ※1  953,039

営業利益 62,252

営業外収益  

受取利息 1,447

補助金収入 5,880

その他 3,040

営業外収益合計 10,368

営業外費用  

支払利息 7,748

減価償却費 7,752

その他 737

営業外費用合計 16,238

経常利益 56,381

特別利益  

固定資産売却益 10,500

貸倒引当金戻入額 8,600

特別利益合計 19,100

特別損失  

減損損失 ※2  262,111

投資有価証券評価損 91,252

関係会社株式売却損 420,734

その他 87,688

特別損失合計 861,786

税引前四半期純損失（△） △786,304

法人税、住民税及び事業税 11,766

法人税等合計 11,766

四半期純損失（△） △798,071
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【第２四半期会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年３月31日) 

売上高 1,328,651

売上原価 815,162

売上総利益 513,489

販売費及び一般管理費 ※1  448,496

営業利益 64,992

営業外収益  

受取利息 770

その他 2,163

営業外収益合計 2,933

営業外費用  

支払利息 1,899

減価償却費 7,752

その他 440

営業外費用合計 10,092

経常利益 57,833

特別利益  

固定資産売却益 10,500

貸倒引当金戻入額 3,100

特別利益合計 13,600

特別損失  

減損損失 ※2  262,111

投資有価証券評価損 91,035

その他 55,867

特別損失合計 409,014

税引前四半期純損失（△） △337,580

法人税、住民税及び事業税 5,912

法人税等合計 5,912

四半期純損失（△） △343,493
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年10月１日 

 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純損失（△） △786,304

減価償却費及びその他の償却費 131,637

貸倒引当金の増減額（△は減少） 51,001

受取利息及び受取配当金 △1,447

支払利息 7,748

関係会社株式売却損益（△は益） 420,734

固定資産売却損益（△は益） △10,172

減損損失 262,111

投資有価証券評価損益（△は益） 91,252

売上債権の増減額（△は増加） 185,114

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,920

仕入債務の増減額（△は減少） △25,670

未払金の増減額（△は減少） △191,245

未払消費税等の増減額（△は減少） △4,658

その他 31,470

小計 170,491

利息及び配当金の受取額 151

利息の支払額 △6,129

法人税等の支払額 △20,432

営業活動によるキャッシュ・フロー 144,080

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △45,123

有形固定資産の売却による収入 20,219

関係会社株式の売却による収入 352,000

貸付けによる支出 △16,840

敷金及び保証金の差入による支出 △28,620

敷金及び保証金の回収による収入 6,192

その他 △16,736

投資活動によるキャッシュ・フロー 271,091

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入金の返済による支出 △352,148

リース債務の返済による支出 △45,932

財務活動によるキャッシュ・フロー △398,080

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 17,091

現金及び現金同等物の期首残高 147,680

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  164,771
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期累計期間

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

会計処理基準に関する事項の

変更 

(１)棚卸資産の評価に関する会計基準の適

用 

  通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として最終仕入原

価法によっておりましたが、第１四半期

会計期間より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号 平成

18年７月５日）が適用されたことに伴

い、主として最終仕入原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）により算定しており

ます。 

 これによる損益に与える影響はありま

せん。 

  (２)リース取引に関する会計基準の適用 

  所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりまし

たが、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19

年３月30日改正））及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会 会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））が平成

20年４月１日以降開始する事業年度に係

る四半期財務諸表から適用することがで

きることになったことに伴い、第１四半

期会計期間からこれらの会計基準等を適

用し、通常の売買取引に係る会計処理に

よっております。また、所有権移転外フ

ァイナンス・リース取引に係るリース資

産の減価償却の方法については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度

開始前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を引き続き

採用しております。 

 これによる損益に与える影響はありま

せん。 
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当第２四半期累計期間（自平成20年10月１日 至平成21年３月31日） 

該当事項はありません。  

当第２四半期累計期間（自平成20年10月１日 至平成21年３月31日） 

該当事項はありません。  

【簡便な会計処理】

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

当第２四半期累計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

 従来、「長期未払金」として表示しておりました所有権

移転ファイナンス・リース取引に係る債務につきまして

は、第１四半期会計期間より「リース債務」として表示し

ております。 
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末 
（平成21年３月31日） 

前事業年度末 
（平成20年９月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

    1,338,924千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

  1,312,914千円

※２．担保資産及び担保付債務 

    担保に供している資産は、次のとおりであります。

※２．担保資産及び担保付債務 

    担保に供している資産は、次のとおりであります。

建物 0千円

土地 407,279千円

計       407,279千円

建物      265,449千円

土地 599,194千円

計 864,644千円

    担保付債務は、次のとおりであります。     担保付債務は、次のとおりであります。 

一年内返済予定の長期借入金 64,296千円

長期借入金 170,313千円

計 234,609千円

一年内返済予定の長期借入金       224,296千円

長期借入金       362,461千円

計       586,757千円

  ３．偶発債務 

次の会社について、金融機関からの借入に対し債務

保証を行っております。 

  ３．偶発債務 

次の会社について、金融機関からの借入に対し債務

保証を行っております。 

保証先 株式会社ドナテロウズジャパン 

金額 千円 43,220

内容 借入債務 

保証先 株式会社ドナテロウズジャパン 

金額 千円 53,240

内容 借入債務 
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（四半期損益計算書関係）

当第２四半期累計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

※２．減損損失 

運賃及び保管料等 274,123千円 

 場所  用途 種類  
減損損失

（千円）

 かすみがうら

工場 
遊休資産 

土地、建物、

構築物、機械

及び装置、リ
ース資産等 

73,804

下仁田工場  遊休資産 

土地、建物、

構築物、工

具、器具及び

備品 

179,402

営業店舗 
小売事業用
１店舗 

建物、構築物 2,359

営業店舗 
外食事業用

１店舗 
建物、営業権 6,544

合計      262,111

 当社は、減損の兆候を判定するにあたっては、原

則として、工場、営業店舗及び本社等の共用資産に

分類し、それぞれにおいて独立したキャッシュ・フ

ローを生成する最小単位にグルーピングしておりま

す。 

 遊休資産については、製造拠点の見直し等を実施

した結果、当第２四半期会計期間より遊休状態とな

り、また将来における具体的な使用計画がないた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上しております。

 小売事業用直営店舗及び外食事業用直営店舗につ

いては、収益性が低下しており、将来キャッシュ・

フローがマイナスと見込まれる店舗について帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失として計上しております。 

 なお、遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額

により測定しており、土地については固定資産税評

価額を基礎として算出しております。また、営業店

舗の回収可能価額は、今後の営業活動から生じるキ

ャッシュ・フローがマイナスとなると見込まれ、か

つ、正味売却価額の見積りが困難であることから、

備忘価額で評価しております。 
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当第２四半期会計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

運賃及び保管料等 125,988千円 

※２．減損損失 

 場所  用途 種類  
減損損失

（千円）

 かすみがうら

工場 
遊休資産 

土地、建物、
構築物、機械

及び装置、リ

ース資産等 

73,804

下仁田工場  遊休資産 

土地、建物、

構築物、工
具、器具及び

備品 

179,402

営業店舗 
小売事業用

１店舗 
建物、構築物 2,359

営業店舗 
外食事業用

１店舗 
建物、営業権 6,544

合計      262,111

 当社は、減損の兆候を判定するにあたっては、原

則として、工場、営業店舗及び本社等の共用資産に

分類し、それぞれにおいて独立したキャッシュ・フ

ローを生成する最小単位にグルーピングしておりま

す。 

 遊休資産については、製造拠点の見直し等を実施

した結果、当第２四半期会計期間より遊休状態とな

り、また将来における具体的な使用計画がないた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上しております。

 小売事業用直営店舗及び外食事業用直営店舗につ

いては、収益性が低下しており、将来キャッシュ・

フローがマイナスと見込まれる店舗について帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失として計上しております。 

 なお、遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額

により測定しており、土地については固定資産税評

価額を基礎として算出しております。また、営業店

舗の回収可能価額は、今後の営業活動から生じるキ

ャッシュ・フローがマイナスとなると見込まれ、か

つ、正味売却価額の見積りが困難であることから、

備忘価額で評価しております。 
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当第２四半期会計期間末（平成21年３月31日）及び当第２四半期累計期間（自 平成20年10月１日 至 平成21

年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式 143,166株 

２．自己株式の種類及び株式数 

該当事項はありません。 

３．新株予約権等に関する事項 

（注）第２回転換社債型新株予約権付社債の目的となる株式の数は、転換社債型新株予約権付社債の残高を

新株予約権の行使価額（転換価額）で除して得られた数を記載しております。 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期累計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定    164,771千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
－千円

 現金及び現金同等物 164,771千円

（株主資本等関係）

新株予約権の内訳  
新株予約権の目的
となる株式の種類  

新株予約権の目的
となる株式の数(株） 

当第２四半期
会計期間末残高(千円） 

 第２回転換社債型 

新株予約権付社債 
普通株式  19,986 -
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当第２四半期会計期間末（平成21年３月31日） 

  該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

当第２四半期会計期間末 
（平成21年３月31日） 

前事業年度末 
（平成20年９月30日） 

１株当たり純資産額 7,378.24円 １株当たり純資産額 12,801.59円

当第２四半期累計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり四半期純損失金額 5,574.45円 １株当たり四半期純損失金額 2,399.27円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

  
当第２四半期累計期間

（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第２四半期会計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり四半期純損失金額     

四半期純損失（△）（千円）  △798,071  △343,493

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円）  △798,071  △343,493

期中平均株式数（株）  143,166  143,166

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要 

―――――― ―――――― 

（重要な後発事象）
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 連結子会社であった楽陽食品株式会社と平成21年３月31日付で連結した場合の四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書は以下のとおりです。 

２【その他】

（１）四半期連結損益計算書

科目 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

金額（千円）

売上高  3,437,457

売上原価  2,277,085

売上総利益  1,160,371

販売費及び一般管理費 ※1  1,099,592

営業利益  60,778

営業外収益   

受取利息  1,447

補助金収入  5,880

その他  3,522

営業外収益合計  10,850

営業外費用   

支払利息  8,933

減価償却費  7,752

その他  737

営業外費用合計  17,423

経常利益  54,205

特別利益   

固定資産売却益  10,500

貸倒引当金戻入額  8,600

その他  166

特別利益合計  19,266

特別損失   

減損損失 ※2  262,111

投資有価証券評価損  91,252

その他  134,718

特別損失合計  488,082

税金等調整前四半期純損失  414,610

法人税、住民税及び事業税  11,769

少数株主損失  △263

四半期純損失  426,115
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（２）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

科目 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

金額（千円）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△）  △414,610

減価償却費  150,818

のれん償却額  759

貸倒引当金の増減額（△は減少）  50,639

受取利息及び受取配当金  △1,447

支払利息  8,933

固定資産売却損益（△は益）  △10,172

減損損失  262,111

投資有価証券評価損  91,252

売上債権の増減額（△は増加）  110,723

たな卸資産の増減額（△は増加）  △16,343

未収入金の増減額（△増加）  1,419

仕入債務の増減額（△は減少）  139,311

未払金の増減額（△は減少）  △122,011

未払消費税等の増減額（△は減少）  22,249

その他  35,394

小計  309,028

利息及び配当金の受取額  151

利息の支払額  △7,296

法人税等の支払額  △20,432

営業活動によるキャッシュ・フロー  281,451

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出  △51,229

有形固定資産の売却による収入  20,219

投資有価証券の取得による支出  △211

投資有価証券の売却による収入  8,552

連結の範囲の変更を伴う子会社株式

の売却による収入 
 104,005

貸付けによる支出  △16,840

敷金及び保証金の差入による支出  △28,630

敷金及び保証金の回収による収入  6,192

その他  △21,367

投資活動によるキャッシュ・フロー  20,689

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入  80,000

長期借入金の返済による支出  △364,230

リース債務の返済による支出  △45,932

財務活動によるキャッシュ・フロー  △330,162

現金及び現金同等物の増減額（△は減

少） 
 △28,020

現金及び現金同等物の期首残高  192,792

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  164,771
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（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更）

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (１)連結の範囲の変更 

 楽陽食品株式会社につきましては、第

１四半期連結会計期間において、同社株

式のすべてを譲渡したため、連結の範囲

から除外しております。 

(２)変更後の連結子会社の数 

０社 

２．持分法の適用に関する事

項 

(１)持分法適用関連会社の変更 

 株式会社ミズホ及び株式会社サッポロ

巻本舗につきましては、第１四半期連結

会計期間において、同社株式のすべてを

譲渡したため、持分法適用範囲から除外

しております。 

(２)変更後の持分法適用関連会社の数 

０社 

３．会計処理基準に関する事

項の変更 

(１)棚卸資産の評価に関する会計基準の適

用 

  通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として最終仕入原

価法によっておりましたが、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号 

平成18年７月５日）が適用されたことに

伴い、主として最終仕入原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）により算定してお

ります。 

 これによる損益に与える影響はありま

せん。 
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当第２四半期連結累計期間（自平成20年10月１日 至平成21年３月31日） 

該当事項はありません。  

当第２四半期連結累計期間（自平成20年10月１日 至平成21年３月31日） 

該当事項はありません。 

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

  (２)リース取引に関する会計基準の適用 

  所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりまし

たが、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19

年３月30日改正））及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会 会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））が平成

20年４月１日以降開始する連結会計年度

に係る四半期連結財務諸表から適用する

ことができることになったことに伴い、

第１四半期連結会計期間からこれらの会

計基準等を適用し、通常の売買取引に係

る会計処理によっております。また、所

有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産の減価償却の方法につい

ては、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度

開始前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を引き続き

採用しております。 

 これによる損益に与える影響はありま

せん。 

（簡便な会計処理）

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）
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（注記事項）

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

※２．減損損失 

 当社は、減損の兆候を判定するにあたっては、原

則として、工場、営業店舗及び本社等の共用資産に

分類し、それぞれにおいて独立したキャッシュ・フ

ローを生成する最小単位にグルーピングしておりま

す。 

 遊休資産については、製造拠点の見直し等を実施

した結果、当第２四半期連結会計期間より遊休状態

となり、また将来における具体的な使用計画がない

ため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として特別損失に計上しておりま

す。 

 小売事業用直営店舗及び外食事業用直営店舗につ

いては、収益性が低下しており、将来キャッシュ・

フローがマイナスと見込まれる店舗について帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失として計上しております。 

運賃及び保管料等  346,476千円 

 場所  用途 種類  
減損損失

（千円）

 かすみがうら

工場 
遊休資産 

土地、建物、
構築物、機械

及び装置、リ

ース資産等 

73,804

下仁田工場  遊休資産 

土地、建物、

構築物、工
具、器具及び

備品 

179,402

営業店舗 
小売事業用

１店舗 
建物、構築物 2,359

営業店舗 
外食事業用

１店舗 
建物、営業権 6,544

合計      262,111

 なお、遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額

により測定しており、土地については固定資産税評

価額を基礎として算出しております。また、営業店

舗の回収可能価額は、今後の営業活動から生じるキ

ャッシュ・フローがマイナスとなると見込まれ、か

つ、正味売却価額の見積りが困難であることから、

備忘価額で評価しております。 
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当第２四半期連結累計期間（自 平成20年10月１日 至 平成21年３月31日） 

当社グループは、食品の製造及び販売等を行う単一事業のため、該当事項はありません。 

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年10月１日 至 平成21年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年10月１日 至 平成21年３月31日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定 164,771千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
－千円

 現金及び現金同等物  164,771千円

（セグメント情報）

（事業の種類別セグメント情報）

（所在地別セグメント情報）

（海外売上高）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年９月30日） 

 当第２四半期連結会計期間末において、連結子会社がな

いため、連結貸借対照表を作成しておりませんので、該当

事項はありません。 

１株当たり純資産額 10,198.62円

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり四半期純損失金額 △2,976.37円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（△）（千円）  △426,115

普通株主に帰属しない金額（千円）  -

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円）  △426,115

期中平均株式数（株）  143,166

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

―――――― 
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年５月13日

株式会社篠崎屋 

取締役会 御中 

監査法人アヴァンティア 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 小笠原 直  印 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 木村 直人  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社篠崎屋

の平成20年10月１日から平成21年９月30日までの第23期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年１月１日から平成21年

３月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社篠崎屋の平成21年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第

２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年５月13日

株式会社篠崎屋 

取締役会 御中 

監査法人アヴァンティア 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 小笠原 直  印 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 木村 直人  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社篠崎屋

の平成20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21

年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社篠崎屋及び連結子会社の平成21年３月31日をもって終了する

第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）    上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

2009/05/15 11:25:5008546286_第２四半期報告書_20090515112451


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】
	３【関係会社の状況】
	４【従業員の状況】 

	第２【事業の状況】
	１【生産、受注及び販売の状況】
	２【経営上の重要な契約等】
	３【財政状態及び経営成績の分析】

	第３【設備の状況】
	第４【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】 
	（３）【ライツプランの内容】
	（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（５）【大株主の状況】 
	（６）【議決権の状況】 

	２【株価の推移】
	３【役員の状況】

	第５【経理の状況】
	１【四半期財務諸表】 
	（１）【四半期貸借対照表】 
	（２）【四半期損益計算書】 
	（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書

	NextPage0_3-2009/05/15 11:28:045961834: - 1 -
	NextPage0_4-2009/05/15 11:28:050493171: - 2 -
	NextPage0_5-2009/05/15 11:28:050805677: - 3 -
	NextPage0_6-2009/05/15 11:28:050961930: - 4 -
	NextPage0_7-2009/05/15 11:28:051118183: - 5 -
	NextPage0_8-2009/05/15 11:28:051274436: - 6 -
	NextPage0_9-2009/05/15 11:28:051586942: - 7 -
	NextPage0_10-2009/05/15 11:28:051743195: - 8 -
	NextPage0_11-2009/05/15 11:28:051899448: - 9 -
	NextPage0_12-2009/05/15 11:28:052055701: - 10 -
	NextPage0_13-2009/05/15 11:28:052368207: - 11 -
	NextPage0_14-2009/05/15 11:28:052524460: - 12 -
	NextPage0_15-2009/05/15 11:28:052680713: - 13 -
	NextPage0_16-2009/05/15 11:28:052993219: - 14 -
	NextPage0_17-2009/05/15 11:28:053149472: - 15 -
	NextPage0_18-2009/05/15 11:28:053305725: - 16 -
	NextPage0_19-2009/05/15 11:28:053461978: - 17 -
	NextPage0_20-2009/05/15 11:28:053774484: - 18 -
	NextPage0_21-2009/05/15 11:28:053930737: - 19 -
	NextPage0_22-2009/05/15 11:28:054086990: - 20 -
	NextPage0_23-2009/05/15 11:28:054399496: - 21 -
	NextPage0_24-2009/05/15 11:28:054555749: - 22 -
	NextPage0_25-2009/05/15 11:28:054712002: - 23 -
	NextPage0_26-2009/05/15 11:28:054868255: - 24 -
	NextPage0_27-2009/05/15 11:28:055180761: - 25 -
	NextPage0_28-2009/05/15 11:28:055337014: - 26 -
	NextPage0_29-2009/05/15 11:28:055493267: - 27 -
	NextPage0_30-2009/05/15 11:28:055649520: - 28 -
	NextPage0_31-2009/05/15 11:28:056118279: - 29 -
	NextPage0_32-2009/05/15 11:28:056274532: - 30 -
	NextPage0_33-2009/05/15 11:28:056430785: - 31 -
	NextPage0_34-2009/05/15 11:28:056587038: - 32 -
	NextPage0_35-2009/05/15 11:28:056899544: - 33 -
	NextPage0_36-2009/05/15 11:28:057055797: - 34 -
	NextPage0_37-2009/05/15 11:28:057212050: - 35 -
	NextPage0_38-2009/05/15 11:28:057368303: - 36 -
	NextPage0_39-2009/05/15 11:28:057680809: - 37 -
	NextPage0_40-2009/05/15 11:28:057837062: - 38 -


